
自殺対策基本法（平成18年施行）

新たな「自殺総合対策大綱」

○令和4年10月14日 閣議決定

○見直しのポイント

　★子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化

　★女性に対する支援の強化

　★地域自殺対策の取組強化

　★総合的な自殺対策の更なる推進・強化

島根県自死対策総合計画（平成19年度～）

○期間：令和5年度から令和9年度（5年間）　※今年度策定

○改定のポイント

　★新たな柱として、「女性の自死対策を更に推進する」を追加

　　その中に「コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援」等を追加

　★柱の中に「高齢者の自死対策をさらに推進する」の記載を追加

　（※詳細については裏面のとおり）

○策定スケジュール

　・令和5年5月18日　第1回島根県自死総合対策連絡協議会の開催

　・令和5年6月15日から7月14日まで　パブリックコメントの実施

　・令和5年9月上旬　第2回島根県自死総合対策連絡協議会の開催

　・令和5年10月　計画の改定・公表

松江市自死対策推進計画（平成22年7月～）

○期間：令和6年度から令和10年度（5年間）　※今年度策定

○策定スケジュール

　・令和5年7月12日　自死対策事業庁内連絡会

　・令和5年8月30日　自死対策事業検討会

　・令和5年9月4日　  第3回自死対策ワーキング

資料２　

市

自死対策の動向 数値目標

国

自殺死亡率
(人口10万人当たりの自死者数)

※自殺総合対策大綱：

　自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めるもの。

　平成19年6月に最初の大綱が策定された。

県

【自死者数】

・女性が2年連続で増加

・小中高生は過去最多の水準



県計画の柱

1 県民一人ひとりの気付きと見守りを促す

2 自死総合対策のための調査研究等の推進

3 自死対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る

4 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する

5 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする

6 社会全体の自死リスクを低下させる

7 自死未遂者の再度の自死企図を防ぐ

8 遺された人への支援を充実する

9 民間団体との連携を強化する

10 子ども・若者、高齢者の自死対策をさらに推進する

11 勤務問題による自死対策を更に推進する

12 女性の自死対策をさらに推進する

13 市町村の取組への支援

※赤字部分が追記箇所


